
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算) 
福岡県 豊前市 

人 口 
面 積 
標準財政規模 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 

27,788 
111.17 

6,820,207 
12,818,805 
12,616,904 

109,778 

人(H22.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

財政力 

財政力指数 [0.52]  

類似団体内順位 

36/128 
全国市町村平均 

0.55 
福岡県市町村平均 

0.55 
0.00 

0.20 

0.40 

0.60 

0.80 

1.00 

1.20 

1.40 

0.20 

1.10 

0.45 
0.46 0.46 0.45 0.42 

H21 H20 H19 H18 H17 

0.52 
0.52 0.51 0.49 0.48 

財政構造の弾力性 

経常収支比率 [94.3%]  

類似団体内順位 

102/128 
全国市町村平均 

91.8 
福岡県市町村平均 

94.8 

(%) 

120.0 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

103.2 

72.9 

90.9 92.8 
94.8 

93.7 94.1 

H21 H20 H19 H18 H17 

94.3 
94.9 96.4 

93.3 92.2 

人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [106,634円]  

類似団体内順位 

17/128 
全国市町村平均 

115,856 
福岡県市町村平均 

108,927 

(円) 

300,000 

250,000 

200,000 

150,000 

100,000 

50,000 

0 

245,489 

84,141 

138,484 132,816 132,082 130,591 
143,738 

H21 H20 H19 H18 H17 

106,634 
100,937 106,010 106,256 106,927 

給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [100.0]  

類似団体内順位 

117/128 
全国市平均 

98.8 
全国町村平均 

95.1 
120.0 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

102.8 

74.9 

96.2 
95.6 95.8 95.6 95.7 

H21 H20 H19 H18 H17 

100.0 
98.9 98.7 99.2 98.7 

定員管理の状況 

人口千人当たり職員数 [7.16人]  

類似団体内順位 

16/128 
全国市町村平均 

7.33 
福岡県市町村平均 

6.12 

(人) 

21.00 

18.00 

15.00 

12.00 

9.00 

6.00 

3.00 

0.00 

15.84 

4.52 

9.62 
9.50 9.71 9.60 

10.23 

H21 H20 H19 H18 H17 

7.16 7.61 7.76 8.04 8.21 

公債費負担の状況 

実質公債費比率 [14.7%]  

類似団体内順位 

50/128 
全国市町村平均 

11.2 
福岡県市町村平均 

12.8 

(%) 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

36.8 

7.0 

15.7 
16.4 16.5 17.4 16.3 

H21 H20 H19 H18 H17 

14.7 15.2 15.1 15.2 14.7 

将来負担の状況 

将来負担比率 [117.3%]  

類似団体内順位 

63/128 
全国市町村平均 

92.8 
福岡県市町村平均 

128.3 

(%) 

1500.0 

1200.0 

900.0 

600.0 

300.0 

0.0 

1091.1 

24.7 

123.1 
142.1 155.6 

H21 H20 H19 H18 H17 

117.3 130.3 138.0 

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

※グラフ内数値は 
  1月31日現在のもの 

※グラフ内数値は 
  1月31日現在のもの 

財政力 

財政構造の弾力性 

人件費・物件費等の 
状況 

給与水準 
   （国との比較） 

定員管理の状況 

公債費負担の状況 

将来負担の状況 

類似団体平均 

豊前市 
※類似団体平均を100とした 
 ときの比率で表した。 

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体 
を言う。 

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない 
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。 

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。 

40以下 

60 

80 

100 

120 

140以上 

分析欄 
○財政力指数 [ ０．５２ ] 
 
類似団体平均を上回っているが、ここ数年、大きな増減はない。景気の回復は足踏み状態にあり、雇用も依然厳しい
状況にあるものの、今後も九州北部地域に集積の進む自動車関連企業の誘致など地域産業の活性化を図ることで、
雇用機会の創出、活力あるまちづくりを展開しながら財政力の強化に努める。 

 

 
○経常収支比率 [ ９４．３％ ] 
 

類似団体平均を３．４％上回っている。人件費の削減等行財政改革を進めるとともに、市税滞納者に対する個別徴収

及び法的措置に基づく滞納整理の強化、口座振替の推進等による税収確保や未利用財産の売却に努め財政の健全

化を図る。 
 
 
○人口１人当たり人件費・物件費等決算額 [ １０６，６３４円 ] 

 
ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合で行っていることもあり類似団体平均を下回っているが、今後も、各種手当
の見直しや給与・定員の適正化に取り組むことにより人件費の抑制に努める。 

 

○ラスパイレス指数 [ １００．０ ] 
 
類似団体平均を上回っている。今後も年次別の定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に取り組む。また、国・
類似団体の動向を踏まえ、適正な給与制度・運用となるよう努める。 

 
 

○将来負担比率 [ １１７．３％ ] 
 
類似団体平均を下回っており、前年度と比較すると１３．０％改善している。これは、①退職者に対する新規採用者数
の抑制により退職手当負担見込額が減尐した ②ゴミ処理施設、広域圏事務組合等への組合等負担等見込額が減
尐したことによるものと考えられる。 

 

 
○実質公債費比率 [ １４．７％ ] 

 
類似団体平均を下回っているものの、高水準で推移している。準元利償還金（主に下水道事業）の増加及び経済対策
等により実施した事業の元利償還金が多額であることが原因の１つと考えられる。今後、財政計画に基づき新規地方
債の発行抑制や繰上償還を行うなど健全化に努める。 

○人口1,000人当たり職員数 [ ７．１６人 ] 
 
過去からの新規採用抑制により類似団体平均を２．４６人下回っている。今後も定員管理の適正化に取り組む。 

 
 



歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福岡県 豊前市 

経常収支比率の分析 

人 口 
面 積 
標 準 財 政 規 模 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 

27,788 
111.17 

6,820,207 
12,818,805 
12,616,904 

109,778 

人(H22.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

経常収支比率（合計） 

H21類似団体内順位 

102/128 

全国市町村平均 

91.8 

福岡県市町村平均 

94.8 

(%) 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

103.2 

72.9 

90.9 92.8 
94.8 

93.7 94.1 

H21 H20 H19 H18 H17 

94.3 
94.9 96.4 

93.3 92.2 

人件費 

H21類似団体内順位 

67/128 

全国市町村平均 

26.7 

福岡県市町村平均 

23.3 

(%) 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

39.1 

15.0 

26.2 
26.9 

28.5 29.0 
30.4 

H21 H20 H19 H18 H17 

26.0 
25.2 

26.8 
25.2 25.9 

物件費 

H21類似団体内順位 

55/128 

全国市町村平均 

13.0 

福岡県市町村平均 

13.2 

(%) 

21.0 

18.0 

15.0 

12.0 

9.0 

6.0 

3.0 

17.8 

5.8 

11.5 
11.6 11.5 11.4 11.4 

H21 H20 H19 H18 H17 

10.7 11.1 11.0 
10.1 10.6 

扶助費 

H21類似団体内順位 

117/128 

全国市町村平均 

9.6 

福岡県市町村平均 

12.0 

(%) 

18.0 

15.0 

12.0 

9.0 

6.0 

3.0 

0.0 

14.9 

3.5 

7.2 7.3 7.4 7.5 7.2 

H21 H20 H19 H18 H17 

10.5 
10.3 10.1 

10.7 
9.5 

その他 

H21類似団体内順位 

35/128 

全国市町村平均 

12.1 

福岡県市町村平均 

11.3 

(%) 

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0 

0.0 

21.1 

4.5 

13.3 
13.0 

12.8 
11.8 

12.5 

H21 H20 H19 H18 H17 

11.6 
11.7 

13.8 14.2 

11.9 

補助費等 

H21類似団体内順位 

111/128 

全国市町村平均 

10.5 

福岡県市町村平均 

11.2 

(%) 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

24.9 

1.2 

11.1 11.4 11.4 11.4 11.4 

H21 H20 H19 H18 H17 

17.4 
17.5 

15.8 14.7 15.2 

公債費 

H21類似団体内順位 

39/128 

全国市町村平均 

19.9 

福岡県市町村平均 

23.8 

(%) 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

34.4 

9.6 

21.6 
22.6 23.2 22.6 

21.2 

H21 H20 H19 H18 H17 

18.1 19.1 18.9 18.4 19.1 

公債費以外 

H21類似団体内順位 

115/128 

全国市町村平均 

71.9 

福岡県市町村平均 

71.0 

(%) 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

40.0 

83.9 

47.9 

69.3 70.2 71.6 71.1 
72.9 

H21 H20 H19 H18 H17 

76.2 
75.8 

77.5 
74.9 

73.1 

経常収支比率（合計） 

人件費 

物件費 

扶助費 

その他 

補助費等 

公債費 

公債費以外 

類似団体平均 

豊前市 

※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。） 
 
 ２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。 

 ３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。 

40以下 

60 

80 

100 

120 

140以上 

分析欄 

○人件費  

   

類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっている。これは、ゴミ処理業務や消防業務を一部事務組合で行っており、その人件費についても負

担金として支出しているためである。また、調整手当・特殊勤務手当の廃止、大幅な人員削減を行ったこともその一因となっている。 

 

 

○物件費 

 

類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は低いものの、ほぼ横ばいに推移している。これは、庁舎や各施設の維持管理費に係る数値が高くなってい

るためである。今後も事務的経費の見直し、指定管理者制度導入の効果について検討を行うことにより、経費削減に努める。 

 

 

○扶助費 

 

類似団体平均と比較すると、扶助費に係る経常収支比率は高くなっている。これは、私立保育園の比率が高いため、児童福祉費に係る数値が高くなっているためであ

る。 

 

 
○公債費 

 
類似団体平均と比較すると、公債費に係る経常収支比率は低くなっている。これは、①近年地方債の新規発行を伴う普通建設事業を抑制した ②地方債残高を確実
に減らしていくために、地方債発行額を元金償還額の範囲内に抑えた ③公的資金補償金免除繰上償還を実施したことによるものである。今後もこの方針を堅持しつ
つ、地方債残高の縮減に努める。 

 

 
○補助費等 
 
類似団体平均と比較すると、補助費等に係る経常収支比率は高くなっている。これは、①ゴミ処理業務や消防業務等を一部事務組合で行っており、その負担金が多額
になっている ②下水道事業に対する繰出金が増加したことが主な原因である。今後は一部事務組合に対して行財政運営の改善を求め、各構成団体と協議しながら
負担金の削減について推進する。また、各公営企業会計の健全な経営に向けた取り組みを推進し、繰出金の抑制に努める。 


